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　スケールメリットや事業として導入の機会が多いこと、
また就労する女性が多いなど、幾つかの理由があります。
その一方で、継続性や時代のニーズへの柔軟性、公平
性などの運営時の問題もありがちです。入居後は外部事
業者も参入しますので、品質を見極めにくかったり、せっ
かくのスケールが細分化したりもします。�

　マンションの初期設定では、要員の派遣やハードの設
置を伴うもの、取次や外部サービスの紹介などがあり、こ
れとは別に外部事業者の参入や公共サービスなどもあり
ます。時代を追って増えてきましたが、販売時の競争で付
けられたサービスなどは、経年時にどう運営していくかが
課題となったりもします。�

　都市型の新産業として、都市化や近代化が進む限り
成長が予想されます。４００戸に及ぶストックへのサービス
を時代に合わせていく必要は確かで、自由だが過剰な競
争から、業態の再編を含めた効率化と内容充実が期待
されます。恩恵を受けるマンション居住者に選んでもらえ
るサービスの模索と構築が注目されます。�

　企業的には事業性が低い業域ですが、東京電力㈱が
ベンチャー設立したグッドサーブ㈱や、㈱長谷工アネシス
の新規開発など、あえて参入する既存企業が出ています。
ともに既存サービスを利用者の側から見直しているのが
特徴で、新たな需要の発掘が期待されます。両社のお話
をうかがいました。�

　産業界からは“パイのサイズは大したことがない”との声も一
部聞かれ、マーケットは冷めたようにも見受けられました。しかし、
実際の土地取引などに際しては、指定区域解除のため浄化等
の措置が望まれることもあり、自主的な浄化等の取り組みの促
進も期待され、汚染対策ビジネスのチャンスは大きく膨らんだと
思います。�

新規供給戸数�

初月販売率�

平均価格�

分譲㎡単価�
（3.3㎡単価）�

2.4ポイント� 2.1ポイント�

（前年同月比）� （前年同月比）�

（前年同月比）� （前年同月比）�

（前月比）� （前月比）�

（前月比）� （前月比）�

首都圏・近畿圏のマンション市場動向�4
首都圏�

環境省 土壌環境課・由田課長に聞く�

4,873戸� -4.9%

74.9％�

3,880万円� -8.2%

523千円�
（1,728千円）� -5.3%

1,589戸� -5.9%

73.1％�

3,151万円� -0.9%

409千円�
（1,353千円）� 0.7%

近畿圏�

新規供給戸数�

初月販売率�

平均価格�

分譲㎡単価�
（3.3㎡単価）�

新規供給戸数は4,873戸。4月としては、
98年以来5年ぶりに5,000戸を割り込む。�

新規供給戸数は1,589戸と6カ月連続で
減少。在庫は2カ月ぶりに減少し、6,131戸。�

　鹿島建設㈱の「ＴＯＫＹＯ ＴＩＭＥＳ ＴＯＷＥＲ」は、ＪＲ秋葉原
駅前エリアで進行中の再開発計画地内に立地する超高層物
件です。㈱ソニーとタイアップしたモデルルームでも話題となり
ましたが、同社独自のスーパーＲＣフレーム構法によってプラン
ニングの自由度を高めているのも大きな特徴。また中低層階で
は永住ではなく生活拠点としての利用に適したプランも設ける

など、様々な顧客層に対応しています。�
　来訪者の持家率は約６０％と高く、現住居とは別の新たな生
活拠点として購入を検討されていると思われ、そのため、リセー
ルバリューや賃貸相場などにも関心が高いようです。4月２６日
から開始した1期1次の登録では、高層階や1億円を超える
高額住戸が人気となっています。�
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都市型の住宅関連サービス�

土壌汚染対策法施行によるビジネスチャンスは？�
　法の精神を貫徹するために、当面、①基金の造成、②リスク
コミュニケーションの円滑な推進、③地方自治体による調査命
令の円滑な発出体制への支援、④低コスト・低負荷型土壌汚
染調査対策技術の開発支援、の4つの施策を重点的に推進し
ています。これにより、土壌汚染対策ビジネスの盛り上がりも期
待できると思います。�

汚染対策ビジネスの活性化を促すためには？�

－－その状況と新たな取り組み－－�


